
(単位:千円)

（ 資 産 の 部 ） ( 6,075,798 ) （ 負 債 の 部 ） ( 2,376,192 )

（ 資 産 の 部 ） 3,992,190  流  動  負  債 2,214,292

現 金 ･ 預 金 13,094 支 払 手 形 49,037

受 取 手 形 502,681 買 掛 金 998,348

売 掛 金 1,970,418 短 期 借 入 金 448,293

製 品 513,862 未 払 金 41,111

原 材 料 542,623 未 払 法 人 税 等 422,787

仕 掛 品 183,043 未 払 費 用 90,352

貯 蔵 品 57,091 預 り 金 13,330

前 払 費 用 304 賞 与 引 当 金 140,081

未 収 入 金 110,281 役 員 賞 与 引 当 金 10,950

繰 延 税 金 資 産 98,790

 固  定  負  債 161,900

 固  定  資  産 2,083,607 退 職 給 付 引 当 金 114,856

  有 形 固 定 資 産 1,348,934 役 員 退 職 引 当 金 39,697

建 物 339,433 環 境 対 策 引 当 金 7,347

構 築 物 18,363

機 械 装 置 605,375 （　純　資　産　の　部　） ( 3,699,605 )

車 両 運 搬 具 463  資　 　 本 　　 金 300,000

工 具 器 具 備 品 100,840  資　本　剰　余  金 135,000

土 地 242,590 資 本 準 備 金 135,000

建 設 仮 勘 定 41,867  利  益  剰　余  金 3,264,605

  無 形 固 定 資 産 9,631 利 益 準 備 金 75,000

電 話 加 入 権 160 別 途 積 立 金 596,000

シ ス テ ム 開 発 費 9,471 当 期 未 処 分 利 益 2,593,605

  投資その他の資産 725,041 （ う ち 当 期 純 利 益 ） ( 625,470 )

投 資 有 価 証 券 107,097

そ の 他 の 投 資 601,444

繰 延 税 金 資 産 16,500

合            計 6,075,798 合            計 6,075,798

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）

科　目 金　額 科  目  金  額

貸 借 対 照 表
（平成19年3月31日　現在）

資　産　の　部 負　債　の　部



注  記

１．重要な会計方針
（１） 有価証券の評価基準及び評価方法
　　その他有価証券

時価のないもの・・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法
①評価基準
　　収益性の低下による簿価切り下げの方法とし、簿価切り下げ額は２１百万円であり、売上原価に
　　計上しております。
②評価方法
　　製品、仕掛品、原材料・・・・・・・・・・・・・・ 磯原工場 　総　平　均　法 (原価法)

日立工場 　半　期　先 入 先 出 法　(原価法)
　　貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・最 終 仕 入 原 価 法　(原価法)

（３） 固定資産の減価償却方法
　　有形固定資産・・・・・・・・・・・・法人税法に規定する定率法（磯原工場）及び、定額法（日立工場）。

但し、平成10年度の法人税法の改正に伴い、平成10年4月1日以降に
取得した建物については定額法を採用しています。

　　無形固定資産・・・・・・・・・・・・ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法を、その他の無形固定資産については、法人税法の規定に
基づく定額法を採用しています。

（４） 固定資産の減損会計
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会　平成14年8月9日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第6号　平成15年10月31日））が平成16年3月31日に終了する営業年度に
係る計算書類から適用できることになったことに伴い、親会社と会計処理を統一するため、
同会計基準及び同適用指針を適用しています。但し、損益等に与える影響はありません。

（５） 引当金の計上基準
　　賞与引当金・・・・・・・・・・・・・・従業員の賞与の支給に充てるため、当期帰属分の支給見込額を引当計上

 しています。
　　退職給付引当金・・・・・・・・・・従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務に

基づき計上しています。
　　役員退職引当金・・・・・・・・・・役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく要支給

額を計上しています。なお、当引当金は商法施行規則第43条
の引当金です。

　　環境対策引当金・・・・・・・・・・過去の操業に起因する環境対策の支出に充てるため、今後発生すると見込
まれる損失について、合理的に見積られる金額を計上しています。
なお、当引当金は商法施行規則第43条の引当金です。

（６） 消費税の会計処理方法・・・・・・・・・・・・・・・・税抜方式によっています。

２．貸借対照表に関する注記
（１） 有形固定資産の減価償却累計額・・・・・・・・ 1,582,839 千円 Ｂ/Ｓ　固定資産有形参照
（２） 貸借対照表に計上した固定資産のほか、製造設備の一部及び事務機器の一部については
リース契約により使用しています。

（３） 投資その他の資産　その他の投資には子会社出資金600,879千円を含めて表示しております。
（４） 保証債務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 48,721 千円
（５） １株当りの当期利益・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 104,245 円
（６） 子会社・支配株主に対する金銭債権債務残高
　　①　子会社
金銭債権残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 110,676 千円
金銭債務残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1,354 千円

　　②　支配株主（日鉱金属（株））
金銭債権残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 39,224 千円
金銭債務残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 567,041 千円

３．損益計算書に関する注記
（１） 子会社及び支配株主に対する取引高
　　①　子会社
売上高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 341,367 千円
仕入高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3,325 千円
売上高，仕入高以外の営業取引高 0 千円

　　②　支配株主　（日鉱金属（株））
仕入高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1,354,280 千円

４．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の主な発生原因は、退職給付引当金及び賞与引当金の繰入限度超過額
によるものです。
繰延税金負債の主な発生原因は、投資有価証券差額金です。



５．株主資本等変動計算書の注記
(1)事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数
普通株式・・・・・・・・・・・・・・ 6,000 株

(2)剰余金の配当に関する事項
　　①平成１８年６月１６日の株主総会において、次の通り決議しております。
配当金の総額・・・・・・・・・・・・ 60,000 千円
１株当たりの金額・・・・・・・・・・ 10,000 円
基準日・・・・・・・・・・・・・・・ 平成18年3月31日
効力発生日・・・・・・・・・・・・・ 平成18年6月17日

　　②平成１９年６月１３日の株主総会において、次の通り決議を予定しております。
配当金の総額・・・・・・・・・・・・ 60,000 千円
１株当たりの金額・・・・・・・・・・ 10,000 円
基準日・・・・・・・・・・・・・・・ 平成19年3月31日
効力発生日・・・・・・・・・・・・・ 平成19年6月14日

６．保証債務の明細
被保証者・・・・・・・・・・・・・・ﾆｯﾎﾟﾝﾌﾟﾚｼｼﾞｮﾝﾃｸﾉﾛｼﾞｰマレーシア　　　
保証金額・・・・・・・・・・・・・・ 20,514 千円
被保証債務の内容・・・・・・・・・・借入保証：外貨建　600千リンギット

７．会計方針の変更
(1)役員賞与に関する会計基準
当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成１７年１１月２９日　
企業会計基準第４号)を適用しております。この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益、
税引前当期純利益はそれぞれ10,950千円減少しております。


